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令和5年度東大和市下水道事業会計決算審査意見書

第１　審査の概要

　１．審査の対象
   　令和 5年度東大和市下水道事業会計決算

　２．審査の期間
   　令和 6年 6月14日から令和 6年 8月21日まで
　　
　３．審査の方法
    　審査に当たっては、決算書類及び決算附属書類が法令に基づいて作成されているかを確

認するとともに、決算の計数に誤りがないかを検証するため、関係諸帳簿、証拠書類との
照合等、通常実施すべき手続により実施した。

　４．審査の結果
    　審査に付された、決算書類及び決算附属書類は、関係法令に基づいて作成されており、

決算計数も関係諸帳簿、証拠書類と符合し、本年度末の経営成績及び財政状況を適正に表
示しているものと認められた。また、予算執行も適正に行われており、これに伴う会計事
務も適正に処理されていることが認められた。
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第２　決算の概要

　１．業務状況
    　本年度末における処理区域内人口は84, 995人で前年度と比較し、84人（0.1％）の増加、

水洗化人口は84, 444人で、前年度と比較し、119人（0.1％）の増加となっている。
    　また、本年度の年間総処理水量は、9, 664, 475㎥で、前年度と比較し、277, 830㎥（2. 8％）

の減少、年間有収水量は8, 559, 010㎥で、前年度と比較し、100, 827㎥（1. 2％）の減少、有
収率は88. 6％で、前年度と比較し、1. 5ポイントの増加となっている。なお、有収率は、処
理水量のうち収益につながった水量の割合を示し、率が高いほどよいとされている。

   　主な項目の業務状況は第 1表のとおりである。
　　　　

業 　 務 　 状 　 況　（第 1表）
（単位：人・％・㎥）

年　度
区　分 令和 5年度末 令和 4年度末

対 前 年 度 比 較

増　減 増 減 率

行政区域内人口　　Ａ 84, 995 84, 920 75 0. 1

処理区域内人口　　Ｂ 84, 995 84, 911 84 0. 1

普 及 率　Ｂ／Ａ×100 100. 0 99. 9 0. 1 ポｲﾝﾄ －

水 洗 化 人 口　　Ｃ 84, 444 84, 325 119 0. 1

水洗化率　Ｃ／Ｂ×100 99. 4 99. 3 0. 1 ポｲﾝﾄ －

年間総処理水量　　Ｄ 9, 664, 475 9, 942, 305 △ 277, 830 △ 2. 8

一 日 平 均 処 理 水 量 26, 478 27, 239 △ 761 △ 2. 8

年間有収水量　　Ｅ 8, 559, 010 8, 659, 837 △ 100, 827 △ 1. 2

一 日 平 均 有 収 水 量 23, 449 23, 726 △ 277 △ 1. 2

有 収 率　Ｅ／Ｄ×100 88. 6 87. 1 1. 5 ポｲﾝﾄ －
※「有収水量」は、総処理水量のうち下水道使用料徴収対象となる水量
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　２．予算の執行状況
　　⑴ 収益的収入及び支出
    　本年度の収益的収入の決算額は、16億9, 716万3, 542円で、前年度と比較し、7, 863万

7, 737円（4. 9％）の増加となっており、予算現額17億4, 443万4, 000円に対する収入率は
97. 3％である。

    　本年度の収益的支出の決算額は、15億9, 206万9, 221円で、前年度と比較し、7, 920万
5, 201円（5. 2％）の増加となっている。

   　この結果、収支差引額は、1億509万4, 321円の黒字であった。
   　収益的収入及び支出の状況は、第 2表のとおりである。

収益的収入及び支出の状況（第 2表）
収益的収入 （単位：円（税込）・％）

区　分
令　 和　 5 　 年　 度 令和 4 年度 増 減 額

増減率
予算現額 決 算 額 予算現額との比較 収入率 決 算 額 D

A B （B－A） （B/A×100） C （B－C） （D/C×100）

1 営 業 収 益 1, 430, 511, 000 1, 390, 000, 410 △ 40, 510, 590 97. 2 1, 322, 706, 030 67, 294, 380 5. 1

2 営業外収益 313, 923, 000 307, 163, 132 △ 6, 759, 868 97. 8 295, 819, 775 11, 343, 357 3. 8

計 1, 744, 434, 000 1, 697, 163, 542 △ 47, 270, 458 97. 3 1, 618, 525, 805 78, 637, 737 4. 9

収益的支出 （単位：円（税込）・％）

区　分
令　 和　 5 　 年　 度 令和 4年度 増 減 額

増減率
予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 不   用   額 執行率 決 算 額 E

A B C （A－B－C） （B/A×100） D （B－D） （E/D×100）

1 営 業 費 用 1, 596, 936, 000 1, 457, 639, 148 0 139, 296, 852 91. 3 1, 340, 321, 857 117, 317, 291 8. 8

2 営業外費用 135, 492, 000 134, 430, 073 0 1, 061, 927 99. 2 172, 542, 163 △ 38, 112, 090 △ 22. 1

4 予 備 費 1, 500, 000 0 0 1, 500, 000 0. 0 0 0 0. 0

計 1, 733, 928, 000 1, 592, 069, 221 0 141, 858, 779 91. 8 1, 512, 864, 020 79, 205, 201 5. 2

※収益的収支とは、汚水等を処理するために必要な経費とその財源のことで、収益的収入には下
水道使用料、　負担金、手数料等を計上し、収益的支出には、人件費、委託料、工事請負費等が
計上されている。

  ⑵ 資本的収入及び支出
    本年度の資本的収入の決算額は、6億2, 872万3, 240円で、前年度と比較し、1, 655万

3, 890円（2. 7％）の増加となっており、予算現額7億3, 444万6, 000円に対する収入率は
85. 6％である。

    　本年度の資本的支出の決算額は、11億829万882円で、前年度と比較し、5万8, 897円
（0. 0％）の増加となっている。

    　この結果、収支差引額は、4億7, 956万7, 642円の収入不足が生じている。この不足額は、
過年度分損益勘定留保資金 1億8, 024万3, 353円、当年度分損益勘定留保資金 2億9, 932万
272円及び繰越利益剰余金処分額4, 017円によって補てんされている。

   　資本的収入及び支出の状況は第 3表のとおりである。
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資本的収入及び支出の状況　（第 3表）
資本的収入 （単位：円（税込）・％）

区　分
令　 和　 5 　 年　 度 令和 4 年度 増 減 額

増減率
予算現額 決 算 額 予算現額との比較 収入率 決 算 額 D

A B （B－A） （B/A×100） C （B－C） （D/C×100）

1 企 業 債 377, 900, 000 282, 800, 000 △ 95, 100, 000 74. 8 234, 800, 000 48, 000, 000 20. 4

4 他会計補助金 324, 849, 000 324, 849, 000 0 100. 0 359, 449, 000 △ 34, 600, 000 △ 9. 6

5 国庫補助金 25, 660, 000 17, 300, 000 △ 8, 360, 000 67. 4 13, 500, 000 3, 800, 000 28. 1

6 都 補 助 金 2, 251, 000 1, 570, 000 △ 681, 000 69. 7 1, 425, 000 145, 000 10. 2

7 受益者負担金 2, 085, 000 482, 400 △ 1, 602, 600 23. 1 1, 491, 180 △ 1, 008, 780 △ 67. 6

11 その他資本的収入 1, 701, 000 1, 721, 840 20, 840 101. 2 1, 504, 170 217, 670 14. 5

計 734, 446, 000 628, 723, 240 △ 105, 722, 760 85. 6 612, 169, 350 16, 553, 890 2. 7

資本的支出 （単位：円（税込）・％）

区　分
令　 和　 5 　 年　 度 令和 4年度 増 減 額

増減率
予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額 執行率 決 算 額 E

A B C （A－B－C） （B/A×100） D （B－D） （E/D×100）

1 建設改良費 488, 820, 000 363, 298, 611 15, 059, 000 110, 462, 389 74. 3 276, 904, 663 86, 393, 948 31. 2

3 企業債償還金 743, 740, 000 743, 488, 254 0 251, 746 100. 0 829, 465, 036 △ 85, 976, 782 △ 10. 4

5 積 立 金 2, 000 0 0 2, 000 0. 0 0 0 0. 0

6 その他資本的支出 1, 505, 000 1, 504, 017 0 983 99. 9 1, 862, 286 △ 358, 269 △ 19. 2

7 予 備 費 1, 500, 000 0 0 1, 500, 000 0. 0 0 0 0. 0

計 1, 235, 567, 000 1, 108, 290, 882 15, 059, 000 112, 217, 118 89. 7 1, 108, 231, 985 58, 897 0. 0

※資本的収支とは、主に将来の経営活動に備えて行う施設等の建設改良及び企業債に関する収入
並びに支出のことで、下水道管の布設や処理場等施設の建設・整備をする長期間にわたる設備
投資の経費と財源である。

  ◎建設改良事業
    　建設改良費の決算額は、3億6, 329万8, 611円である。主なものは、公共下水道ストック

マネジメント事業である。

  ⑶ その他
    　本年度の予算流用は収益的支出の1件704万5, 000円であった。
    　なお、本年度の予備費充当はなかった。

　３．経営成績
  ⑴ 概　況
    　本年度の経営成績（損益計算）は、総収益が15億8, 158万732円（営業収益12億7, 439万

7, 319円、営業外収益3億718万3, 413円）で、対する総費用は14億9, 301万748円（営業費
用14億944万8, 850円、営業外費用8, 356万1, 898円）となり、収支差引額8, 856万9, 984円
の純利益（黒字）である。

  ⑵ 収益及び費用
    　本年度の総収益15億8, 158万732円のうち、経営の根幹をなす営業収益は12億7, 439万

7, 319円（下水道使用料11億5, 488万8, 362円、雨水処理負担金 1億1, 723万4, 000円等）
で総収益の80. 6％である。
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    　営業外収益は、3億718万3, 413円（他会計補助金1, 690万2, 000円、長期前受金戻入 2億
8, 346万425円等）であり、総収益の19. 4％である。

    　一方、営業費用は14億944万8, 850円（流域下水道維持管理費3億3, 999万6, 231円、減価
償却費 7億8, 559万8, 241円等）であり、総費用の94. 4％を占めている。

    　本年度決算においては、総収益から総費用を差し引いた純利益が8, 856万9, 984円で前年
度の 1億557万7, 549円と比較し、1, 700万7, 565円（16. 1％）の減少となっている。

   　収益費用の状況は、第 4表のとおりである。

収　益　費　用　の　状　況　（第 4表）
（単位：円（税抜）・％）

区　　　　　　分 令和 5 年 度
A

令和 4 年 度
B

差引増減
C

（A－B）
対前年度比
（C/B×100）

収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
入
（
下
水
道
事
業
収
益
）

営業収益 Ａ 1, 274, 397, 319 1, 202, 585, 160 71, 812, 159 6. 0
1 下 水 道 使 用 料 1, 154, 888, 362 1, 200, 019, 229 △ 45, 130, 867 △ 3. 8
2 雨 水 処 理 負 担 金 117, 234, 000 35, 000 117, 199, 000 334, 854. 3
4 そ の 他 営 業 収 益 2, 274, 957 2, 530, 931 △ 255, 974 △ 10. 1

営業外収益 Ｂ 307, 183, 413 295, 873, 198 11, 310, 215 3. 8
1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 70 70 0 0. 0
3 他 会 計 補 助 金 16, 902, 000 8, 954, 000 7, 948, 000 88. 8
4 国 庫 補 助 金 2, 500, 000 5, 000, 000 △ 2, 500, 000 △ 50. 0
5 都 補 助 金 239, 800 331, 500 △ 91, 700 △ 27. 7
6 長 期 前 受 金 戻 入 283, 460, 425 281, 528, 372 1, 932, 053 0. 7
8 雑 収 益 4, 081, 118 59, 256 4, 021, 862 6, 787. 3

総収益（Ａ＋Ｂ） Ｃ 1, 581, 580, 732 1, 498, 458, 358 83, 122, 374 5. 5

支
出
（
下
水
道
事
業
費
用
）

営業費用 Ｄ 1, 409, 448, 850 1, 300, 953, 310 108, 495, 540 8. 3
1 管 渠 費 140, 235, 978 42, 650, 376 97, 585, 602 228. 8
2 業 務 費 100, 943, 935 82, 814, 255 18, 129, 680 21. 9
3 総 係 費 42, 674, 465 46, 823, 893 △ 4, 149, 428 △ 8. 9
4 流 域 下 水道維持管理費 339, 996, 231 349, 770, 289 △ 9, 774, 058 △ 2. 8
5 減 価 償 却 費 785, 598, 241 778, 894, 497 6, 703, 744 0. 9

営業外費用 Ｅ 83, 561, 898 91, 927, 499 △ 8, 365, 601 △ 9. 1
1 支払利息及び企業債取扱諸費 73, 789, 906 90, 487, 409 △ 16, 697, 503 △ 18. 5
3 雑 支 出 9, 771, 992 1, 440, 090 8, 331, 902 578. 6

総費用（Ｄ＋Ｅ） Ｆ 1, 493, 010, 748 1, 392, 880, 809 100, 129, 939 7. 2
営業利益（△営業損失）（Ａ－Ｄ） Ｇ △ 135, 051, 531 △ 98, 368, 150 △ 36, 683, 381 37. 3
営業収支比率（Ａ／Ｄ×100） 90. 4 92. 4 △ 2. 0 ポイント －
経常利益（△経常損失）（Ｇ＋Ｂ－Ｅ） Ｈ 88, 569, 984 105, 577, 549 △ 17, 007, 565 △ 16. 1
当年度純利益（当年度純損失）（Ｈ） Ｉ 88, 569, 984 105, 577, 549 △ 17, 007, 565 △ 16. 1
総収支比率（Ｃ／Ｆ×100） 105. 9 107. 6 △ 1. 7 ポイント －
前年度繰越利益剰余金 Ｊ 325, 053, 188 219, 479, 656 105, 573, 532 48. 1
当年度未処分利益剰余金（△欠損金）（Ｉ＋Ｊ） 413, 623, 172 325, 057, 205 88, 565, 967 27. 2
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  ⑶ 下水道使用料の収入状況
    　本年度の下水道使用料は、調定額14億29万805円に対し、収入済額13億280万803円で

あった。この結果、収納率は93. 0％で前年度と比較し、2. 0ポイントの増加となっている。
    　下水道使用料の収入状況は第 5表のとおりである。

下 水 道 使 用 料 の 収 入 状 況　（第 5表）
（単位：円（税込）・％）

区　　分 令和 5 年 度 令和 4 年 度
比　較　増　減

増　減　額 増 減 率
調定額 1, 400, 290, 805 1, 452, 910, 183 △ 52, 619, 378 △ 3. 6
現 年 度 分 1, 270, 280, 959 1, 319, 923, 507 △ 49, 642, 548 △ 3. 8
滞 納 繰 越 分 130, 009, 846 132, 986, 676 △ 2, 976, 830 △ 2. 2

収入済額 1, 302, 800, 803 1, 322, 550, 450 △ 19, 749, 647 △ 1. 5
現 年 度 分 1, 174, 387, 964 1, 191, 197, 579 △ 16, 809, 615 △ 1. 4
滞 納 繰 越 分 128, 412, 839 131, 352, 871 △ 2, 940, 032 △ 2. 2

収納率 93. 0 91. 0 2. 0 ポイント －
現 年 度 分 92. 5 90. 2 2. 3 ポイント －
滞 納 繰 越 分 98. 8 98. 8 0. 0 ポイント －

不納欠損額 275, 331 346, 532 △ 71, 201 △ 20. 5
現 年 度 分 0 0 0 0. 0
滞 納 繰 越 分 275, 331 346, 532 △ 71, 201 △ 20. 5

未収入額 97, 214, 671 130, 013, 201 △ 32, 798, 530 △ 25. 2
現 年 度 分 95, 892, 995 128, 725, 928 △ 32, 832, 933 △ 25. 5
滞 納 繰 越 分 1, 321, 676 1, 287, 273 34, 403 2. 7

  ⑷ 企業債の状況
    　本年度の企業債の借入金（起債額）は 2億8, 280万円、償還額は 7億4, 348万8, 254円で、

本年度末における企業債現在高は53億4, 606万6, 694円となり、前年度末と比較し、4億
6, 068万8, 254円（7. 9％）の減少となった。

    　本年度の状況は、第 6表のとおりである。

企 　 業 　 債 　 の 　 状 　 況　（第 6表）
（単位：円）

用　　　途 令和 4年度末
現 在 高

令和 5年度中増減 令和 5年度末
現 在 高借　入　金 元金償還高

公 共 下 水 道 建 設 事 業 債 1, 735, 686, 399 96, 000, 000 373, 274, 733 1, 458, 411, 666
流 域 下 水 道 事 業 債 781, 814, 760 186, 800, 000 50, 143, 829 918, 470, 931
資 本 費 平 準 化 債 3, 289, 253, 789 0 320, 069, 692 2, 969, 184, 097

合　　計 5, 806, 754, 948 282, 800, 000 743, 488, 254 5, 346, 066, 694
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  ⑸ 一般会計繰入金の状況
    　一般会計繰入金は、4億5, 898万5, 000円で、前年度と比較し、9, 054万7, 000円（24. 6%）

の増加となっている。このうち、基準内繰入金は 1億3, 763万9, 000円で、前年度と比較し、
1億1, 273万3, 000円（452. 6%）の増加となっている。

    　増加した主なものは、雨水処理負担金 1億1, 723万4, 000円である。
　　　一般会計繰入金の状況は、第 7表のとおりである。

一 般 会 計 繰 入 金 の 状 況　（第 7表）
（単位：円・％）

区　　分 令和 5年度 令和 4年度 増　減　額 増減比率

基
準
内
繰
入
金

収益的収入 125, 705, 000 8, 951, 000 116, 754, 000 1, 304. 4
営 業 収 益 117, 234, 000 35, 000 117, 199, 000 334, 854. 3
営 業 外 収 益（補助金） 8, 471, 000 8, 916, 000 △ 445, 000 △ 5. 0

資本的収入（補助金） 11, 934, 000 15, 955, 000 △ 4, 021, 000 △ 25. 2
小　　計 137, 639, 000 24, 906, 000 112, 733, 000 452. 6

基 準 外 繰 入 金 321, 346, 000 343, 532, 000 △ 22, 186, 000 △ 6. 5
合　　計 458, 985, 000 368, 438, 000 90, 547, 000 24. 6

※一般会計繰入金：総務省からの通知では、下水道管理費のうち雨水処理経費など、公費負担が
適当とされている経費について、一般会計から繰入金を認めている。こうした繰入金を基準内
繰入金という。一方、財源不足等の補てんに係る繰入金を基準外繰入金という。

  ⑹ 基金の状況
    　基金の状況は、第 8表のとおりである。

基　金　の　状　況　（第 8表）
（単位：円）

区　　分 令和 4年度末現在高 令和 5年度増減 令和 5年度末現在高
下 水 道 事 業 減 債 基 金 1, 970 0 1, 970
下 水 道 事 業 建 設 基 金 255 0 255

合　　計 2, 225 0 2, 225

  ⑺ 預託金の状況
    　預託金の状況は、第 9表のとおりである。

預　託　金　の　状　況　（第 9表）
（単位：円）

令和 4年度末現在高 令和 5年度増減 令和 5年度末現在高
水洗便所改造資金融資預託金 1, 500, 000 0 1, 500, 000
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　４．財産状況
   　本年度の貸借対照表は、第10表のとおりである。

  ⑴ 資　産
    本年度の資産の合計額は 171億8, 635万9, 614円で、前年度と比較し、3, 451万9, 205円

（0. 2%）の減少となっている。このうち固定資産は、161億3, 679万3, 376円で、前年度と比
較し、3億9, 609万2, 851円（2. 4％）の減少、流動資産が10億4, 956万6, 238円で、前年度
と比較し、3億6, 157万3, 646円（52. 6％）の増加となっている。

    資産の減少の主なものは、構築物の減価償却である。

  ⑵ 負債・資本
    本年度の負債の合計額は128億4, 458万533円で、前年度と比較し、1億2, 308万5, 172円

（0. 9％）の減少となっている。
    このうち固定負債は46億8, 738万5, 380円で、前年度と比較し、3億7, 588万1, 314円

（7. 4％）の減少となっており、全額が企業債である。
    流動負債は10億8, 417万9, 763円で、前年度と比較し、1億4, 917万3, 289円（16. 0％）

の増加となっており、翌年度償還分の企業債が 6億5, 868万1, 314円、未払金が 4億1, 868
万8, 710円などとなっている。

    また、繰延収益は、70億7, 301万5, 390円で、前年度と比較し、1億362万2, 853円（1. 5％）
の増加となっており、長期前受金が 81億9, 814万2, 220円、長期前受金収益化累計額が
△11億2, 512万6, 830円となっている。

    資本の合計額は、利益剰余金の当年度未処分利益剰余金 4億1, 362万3, 172円を計上した
ことにより、前年度から8, 856万5, 967円（2. 1％）増加の43億4, 177万9, 081円となってい
る。その内訳は、資本金が39億2, 815万5, 909円、剰余金が 4億1, 362万3, 172円となって
いる。
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貸　借　対　照　表　（第10表）
（単位：円（税抜）・％）

科　　目 令和 5年度
A

令和 4年度
B

差引増減
C

（A－B）
対前年度比
（C/B×100）

固定資産 16, 136, 793, 376 16, 532, 886, 227 △ 396, 092, 851 △ 2. 4
有形固定資産 14, 690, 767, 874 15, 162, 772, 171 △ 472, 004, 297 △ 3. 1
構 築 物 17, 381, 688, 836 17, 204, 665, 393 177, 023, 443 1. 0
減 価 償 却 累 計 額 △ 2, 786, 578, 363 △ 2, 085, 637, 040 △ 700, 941, 323 33. 6
機 械 及 び 装 置 24, 429, 711 17, 642, 984 6, 786, 727 38. 5
減 価 償 却 累 計 額 △ 2, 246, 616 △ 1, 429, 361 △ 817, 255 57. 2
車 両 及 び 運 搬 具 216, 069 216, 069 0 0. 0
減 価 償 却 累 計 額 △ 56, 988 △ 42, 741 △ 14, 247 33. 3
工 具、 器 具及び備品 5, 700 5, 700 0 0. 0
減 価 償 却 累 計 額 0 0 0 0. 0
建 設 仮 勘 定 73, 309, 525 27, 351, 167 45, 958, 358 168. 0

無形固定資産 1, 446, 004, 757 1, 370, 093, 311 75, 911, 446 5. 5
流域下水道施設利用権 1, 446, 004, 757 1, 370, 093, 311 75, 911, 446 5. 5

投資その他資産 20, 745 20, 745 0 0. 0
基 金 2, 225 2, 225 0 0. 0
そ の 他 投 資 18, 520 18, 520 0 0. 0

流動資産 1, 049, 566, 238 687, 992, 592 361, 573, 646 52. 6
現 金 ・ 預 金 913, 826, 691 551, 438, 324 362, 388, 367 65. 7
未 収 金 128, 246, 622 135, 247, 674 △ 7, 001, 052 △ 5. 2
貸 倒 引 当 金　 △ 427, 075 △ 413, 406 △ 13, 669 3. 3
短 期 貸 付 金　 1, 500, 000 1, 500, 000 0 0. 0
前 払 金　 6, 200, 000 ― 6, 200, 000 皆増
その他流動資産　 220, 000 220, 000 0 0. 0

資 産 合 計 17, 186, 359, 614 17, 220, 878, 819 △ 34, 519, 205 △ 0. 2
固定負債 4, 687, 385, 380 5, 063, 266, 694 △ 375, 881, 314 △ 7. 4
企 業 債 4, 687, 385, 380 5, 063, 266, 694 △ 375, 881, 314 △ 7. 4
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 4, 687, 385, 380 5, 063, 266, 694 △ 375, 881, 314 △ 7. 4

流動負債 1, 084, 179, 763 935, 006, 474 149, 173, 289 16. 0
企 業 債 658, 681, 314 743, 488, 254 △ 84, 806, 940 △ 11. 4
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 658, 681, 314 743, 488, 254 △ 84, 806, 940 △ 11. 4

未 払 金 418, 688, 710 184, 923, 100 233, 765, 610 126. 4
引 当 金 6, 589, 739 6, 375, 120 214, 619 3. 4
賞 与 引 当 金 5, 525, 599 5, 337, 210 188, 389 3. 5
法 定 福 利 費 引 当 金 1, 064, 140 1, 037, 910 26, 230 2. 5

預 り 金 220, 000 220, 000 0 0. 0
繰延収益 7, 073, 015, 390 6, 969, 392, 537 103, 622, 853 1. 5
長 期 前 受 金 8, 198, 142, 220 7, 811, 058, 942 387, 083, 278 5. 0
長期前受金収益化累計額 △ 1, 125, 126, 830 △ 841, 666, 405 △ 283, 460, 425 33. 7

負 債 合 計 12, 844, 580, 533 12, 967, 665, 705 △ 123, 085, 172 △ 0. 9
資 本 金 3, 928, 155, 909 3, 928, 155, 909 0 0. 0
剰 余 金 413, 623, 172 325, 057, 205 88, 565, 967 27. 2
利 益 剰 余 金 413, 623, 172 325, 057, 205 88, 565, 967 27. 2
当年度未処分利益剰余金 413, 623, 172 325, 057, 205 88, 565, 967 27. 2
資 本 合 計 4, 341, 779, 081 4, 253, 213, 114 88, 565, 967 2. 1

負債資本合計 17, 186, 359, 614 17, 220, 878, 819 △ 34, 519, 205 △ 0. 2
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　５．資金収支状況
   キャッシュ・フロー計算書は、財務諸表のひとつで、企業の現金の受取りと支払いの状況
を示す資金収支表である。また、現金及び現金同等物の増減を一会計期間で示し、企業にど
の程度の現金があるか示すものである。キャッシュ・フロー計算書では、会計期間における
資金の増減（収入と支出の状況）を業務活動、投資活動、財務活動の 3区分に分けて表示す
ることになっている。

   事業本来の業務活動の実施に必要な資金の状態を示す「業務活動によるキャッシュ・フ
ロー」は、減価償却費や長期前受金戻入等の非現金取引や未収金及び未払金等により、本年度
は 6億9, 006万1, 878円で、前年度と比較し、8, 724万3, 110円の増加となっている。

   将来に向けた運営基盤確立のために行う投資活動に係る資金の状態を示す「投資活動によ
るキャッシュ・フロー」は、固定資産の取得に対する資金投資による支出があったことから、
本年度は 1億3, 301万8, 760円で、前年度と比較し、172万934円の増加となっている。

   企業債等の借入、返済による資金調達等に係る資金の状態を示す「財務活動によるキャッ
シュ・フロー」は、建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還等が前年度より減少し
たことなどから、本年度は△ 4億6, 069万2, 271円で前年度と比較し、1億3, 433万5, 051円の
増加となっている。

   これにより、現金・預金は 2億2, 329万9, 095円の増加となり、期首の資金残高 5億5, 143
万8, 324円を加えると期末時点の資金残高は、9億1, 382万6, 691円となった。

   キャッシュ・フローの状況は、第11表のとおりである。
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キャッシュ・フローの状況　（第11表）
（単位：円（税抜）・％）

科　目 令和 5年度
A

令和 4年度
B

差引増減
C

（A－B）
対前年度比
（C/B×100）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー 690, 061, 878 602, 818, 768 87, 243, 110 14. 5

当 年 度 純 利 益 88, 569, 984 105, 577, 549 △ 17, 007, 565 △ 16. 1

減 価 償 却 費 785, 598, 241 778, 894, 497 6, 703, 744 0. 9

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 13, 669 1, 468 12, 201 831. 1

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 129, 830 △ 305, 911 176, 081 △ 57. 6

法定福利費引当金の増減額 △ 30, 931 43, 343 △ 74, 274 △ 171. 4

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 283, 460, 425 △ 281, 528, 372 △ 1, 932, 053 0. 7

受 取 利息及び受取配当金 △ 70 △ 70 0 0. 0

支 払 利 息 73, 789, 906 90, 487, 409 △ 16, 697, 503 △ 18. 5

未 収 金 の 増 減 額 △ 24, 446, 052 2, 138, 654 △ 26, 584, 706 △ 1, 243. 1

未 払 金 の 増 減 額 118, 382, 877 △ 2, 002, 460 120, 385, 337 △ 6, 011. 9

小　　計 758, 287, 369 693, 306, 107 64, 981, 262 9. 4

利息及び配当金の受取額 70 70 0 0. 0

利 息 の 支 払 額 △ 68, 225, 561 △ 90, 487, 409 22, 261, 848 △ 24. 6

２　投資活動によるキャッシュ・フロー 133, 018, 760 131, 297, 826 1, 720, 934 1. 3

有形固定資産の取得による支出 1, 712, 254 △ 102, 002, 124 103, 714, 378 △ 101. 7

無形固定資産の取得による支出 △ 183, 946, 393 △ 114, 265, 947 △ 69, 680, 446 61. 0

国 庫 補助金等による収入 1, 296, 447 12, 282, 132 △ 10, 985, 685 △ 89. 4

受 益 者負担金による収入 453, 428 4, 257 449, 171 10, 551. 4

一般会計又は他の特別会計
からの繰入金による収入 313, 503, 024 335, 279, 508 △ 21, 776, 484 △ 6. 5

３　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 460, 692, 271 △ 595, 027, 322 134, 335, 051 △ 22. 6
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債による収入 282, 800, 000 234, 800, 000 48, 000, 000 20. 4

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債の償還による支出 △ 743, 488, 254 △ 829, 465, 036 85, 976, 782 △ 10. 4

一般会計への繰り出しによる支出 △ 4, 017 △ 362, 286 358, 269 △ 98. 9

短 期 貸付返還による収入 1, 500, 000 1, 500, 000 0 0. 0

短 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 1, 500, 000 △ 1, 500, 000 0 0. 0

現金・預金 の増加（減少）額 362, 388, 367 139, 089, 272 223, 299, 095 160. 5

現 金・ 預 金 の 期 首 残 高 551, 438, 324 412, 349, 052 139, 089, 272 33. 7

現 金・ 預 金 の 期 末 残 高 913, 826, 691 551, 438, 324 362, 388, 367 65. 7
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 ６．経営指標
   本年度の経営状況について、指標に表したものが第12表である。
   経営の健全性を示す経常収支比率は100％を超えており、単年度の収支では黒字となってい
る。

経 　 営 　 指 　 標　（第12表）

指　　標 算　　式 令和 5年度 令和 4年度 対前年度比較

経常収支比率
営業収益＋営業外収益

× 100 105. 9％ 107. 6％ △ 1. 7ポイント
営業費用＋営業外費用

流 動 比 率
流動資産

× 100 96. 8％ 73. 6％ 23. 2ポイント
流動負債

使 用 料 単 価
使用料収入

134. 9円／㎥ 138. 6円／㎥ △ 3. 7円／㎥
年間有収水量

汚水処理原価
汚水処理費用

126. 6円／㎥ 127. 3円／㎥ △ 0. 7円／㎥
年間有収水量

経 費 回 収 率
使用料単価

× 100 106. 6％ 108. 9％ △ 2. 3ポイント
汚水処理原価

  【経常収支比率】
   この比率は、経常収益（営業収益＋営業外収益）と経常費用（営業費用＋営業外費用）の
割合である。

   本年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息
等の費用をどの程度賄えているかを表す指標である。当該指標が100％以上であれば、単年度
の経常的な活動における収支が黒字であることを表している。

  【流動比率】
   この比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期的な債務に対する支払能力を表す
指標である。

   一般的に100％を下回っている場合、1年以内に現金化できる資産で 1年以内に支払わなけ
ればならない負債を賄えていないことを表している。

  【使用料単価】
   この単価は、有収水量 1㎥当たりの下水道使用料収入である。使用料の水準を示す指標で、

1㎥の汚水処理に対して徴収した料金（収益）を表した指標である。
  【汚水処理原価】
   この単価は、年間有収水量 1㎥当たりの汚水処理に要した費用である。汚水資本費・汚水
維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標である。

  【経費回収率（処理原価回収率）】
   この率は、使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表している。当該

指標が100％以上であれば汚水処理に係る経費をすべて使用料で賄えていることになる。
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第３　むすび

　公営企業会計移行 4年目となる令和 5年度は、経常収支比率は105. 9％となり、令和 2年度
に公営企業会計に移行してから目標値の100％以上が維持されている。
　令和 5年度の営業収益と営業外収益の合計である総収益15億8, 158万732円から、営業費用
と営業外費用の合計である総費用14億9, 301万748円を差し引いた当年度純利益は8, 856万
9, 984円となり、前年度に引き続き、黒字であった。営業外費用において、支払利息及び企業
債取扱諸費が7, 378万9, 906円で、前年度と比較すると1, 669万7, 503円の減少となったもの
の、営業収益において下水道使用料が11億5, 488万8, 362円で、前年度と比較すると4, 513万
867円の減少となったこと等により、当年度純利益は前年度から1, 700万7, 565円の減少と
なった。
　また、経営指標で示すとおり、使用料単価が前年度と比較すると3. 7円下回ったが、汚水処
理原価が前年度と比較すると0. 7円下回り改善が見られた。
　短期的な債務に対する支払能力を表す流動比率については、前年度と比較すると23. 2ポイ
ント上昇の96. 8％となり、前年度に引き続き、改善が見られた。
　一方、経費回収率については、前年度と比較すると2. 3ポイント低下の106. 6％となり、目
標値の110％に届かなかった。
　なお、総務省が示した、雨水排水等のために一般会計が負担すべき経費とされている基準
内繰入に該当しない基準外繰入として 3億2, 134万6, 000円を繰り入れている。公営企業はあ
くまで地方公共団体の一部ではあるが、組織や会計が地方公共団体から独立している状態に
あることから、将来的に単独で維持していくことが可能となるよう、支出の見直しによる経
費削減や下水道使用料の見直しを含めた財源の確保により、引き続き、基準外繰入金の削減
に努められたい。
　人口における下水道（汚水）の普及率は、令和 5年度で100％となり、今後は、これまでに
整備した下水道施設の適切な維持管理が必要となる。
　将来的には、人口減少等の影響による使用料収入の減少や、老朽化施設の対策費用により
経営が圧迫されることが予想され、事業の平準化、計画的かつ効率的な維持管理や更新に取
り組む必要がある。
　今後も公営企業会計に基づく各種経営指標を活用し、限られた財源で最大の効果を発揮す
るよう効率的な事業投資を行い、浸水対策等の課題に対応しつつ、経営基盤の強化と財政マ
ネジメントの向上を図りながら、事業運営に取り組まれるよう要望するものである。

－ 13 －
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